労働者派遣法第30条の４第１項の規定に基づく労使協定
サポートサービス（以下「甲」という。）と従業員（以下「乙」という。）は、労働者派遣法第30条の４第１項の規定に関し、次のとおり協定する。
（対象となる派遣労働者の範囲）
第１条　
（一）本協定は、派遣先で、別表1に掲げる業務に従事する全従業員に適用する。 
（二）甲は、対象従業員について、（一）の労働契約期間中に、特段の事情がない限り、本協定の適用を除外しないものとする
（賃金の構成）
第２条　従業員の賃金は、基本給、賞与、時間外労働手当、深夜・休日労働手当、通勤手当及び退職手当とする。
（賃金の決定方法と評価）
第３条1
（一）従業員の基本給及び賞与の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金水準」は下記を基準値とする
基本給及び賞与については、下記➀の統計に、対象従業員が勤務する派遣先事業所の所在地に対応する下記➁の地域指数を乗じたものを適用する。
別表1のとおりとする
➀職業安定業務統計の求人賃金を基準値とした一般基本給・賞与等の額（時給換算）
局長通達　別添2　　　(資料添付※インターネットでも確認可)
➁職業安定統計による地域指数　局長通達　別添2　　　資料添付※インターネットでも確認可
第3条2通勤手当については、基本給及び賞与とは分離し支給する、第６条のとおりとする。
第3条3地域指数については、派遣先の事業所所在地が、ハローワーク御坊と田辺の管轄地域となっていることから「御坊計」と「田辺計」を用いるものとする。

第4条1
対象従業員の基本給・賞与及び手当は、次の各号に掲げる条件を満たした別表2のとおりとする。
（一）別表1の同種の業務従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同額以上にあること

（二）別表2の各等級の職務と別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額との対応関係は次のとおりとする
Aランク10年　　　Bランク3年　　　Cランク0年
第4条2　甲は、第９条の規定による対象従業員の勤務評価の結果、同じ職務の内容であったとしても、その経験の蓄積・能力の向上があると認められた場合には、昇給できる。
また、より高い等級の職務を遂行する能力があると認められた場合には、その能力に応じた派遣就業の機会を提示するものとする。

第５条　従業員の時間外労働手当、深夜・休日労働手当・休業手当は、労働基準法の定めに従って支給する。
第６条　従業員の通勤手当は、実費支給とし、一般の労働者の通勤手当に相当する額と同等以上を確保する※所得税の通勤手当の非課税限度額(国税庁)表を基準として計算方法等は、別表3のとおりとする
第７条　対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表2のとおりとする。
（一）退職手当の受給に必要な最低勤続年数：
通達に定める「平成30年中小企業の賃金・退職金事情」（東京都）の「退職一時金受給のための最低勤続年数」において、最も回答割合の高かったもの（自己都合退職及び会社都合退職のいずれも３年）別表4
（二）退職時の勤続年数ごと（３年、５年、10年、15年、20年、25年、30年、33年）の支給月数：
「平成30年中小企業の賃金・退職金事情」の大学卒の場合の支給率（月数）に、同調査において退職手当制度があると回答した企業の割合をかけた数値として通達に定めるもの
　第８条　対象従業員の退職手当は、次の各号に掲げる条件を満たした別表4のとおりとする。ただし、退職手当制度を開始した2020年4月1日以前の勤続年数の取扱いについては、計算に入れない。
（1） 別表4に示したものと比べて退職手当の受給に必要な最低勤続年数が同年数以下であること。
（2） 別表4に示したものと比べて、退職時の勤続年数ごとの退職手当の支給月数が同月数以上であること。

第9条(能力向上等の状況確認においては面談（電話）等の機会を定期的に持つ)
別表2の評価基準表に基づき勤務評価をする
（賃金以外の待遇）
第10条　甲に雇用されている通常の社員と同一とする。
福利厚生その他の賃金以外の待遇については、社員就業規則での規定を準用する。
（教育訓練）
第11条　労働者派遣法第30条の２に規定する教育訓練については、労働者派遣法に基づき別途定める「社教育訓練実施計画」に従って、着実に実施する。
（その他）
第12条　本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。
（有効期間） 
第13条　本協定の有効期間は、2020年4月1日から2022年3月31日までの2年間とする。（甲乙から特に異議等がない場合自動的に継続するものとする）
施行日
2020年4月1日より

　
別表2　評価基準表
	能力経験調整指数表
	
	
	
	
	
	

	業種
	0
	1
	2
	3
	5
	10
	20

	
	新入
※意欲等考慮し総合的判断
	経験3年以上又は自社1年以上
直近1年間の出勤率80％以上
稟議書・役職部下持ち相当
※意欲等考慮し総合的判断
	経験5年以上又は自社2年以上
直近1年間の出勤率80％以上
稟議書・役職部下持ち相当
※意欲等考慮し総合的判断
	経験8年以上又は自社3年以上
直近1年間の出勤率90％以上
稟議書・役職部下持ち相当
※意欲等考慮し総合的判断
	経験10年以上又は自社5年以上
直近1年間の出勤率90％以上
稟議書・役職部下持ち相当
※意欲等考慮し総合的判断
	経験15年以上又は自社10年以上
直近1年間の出勤率90％以上
稟議書・役職部下持ち相当
※意欲等考慮し総合的判断
	経験20年以上又は自社15年以上
直近1年間の出勤率90％以上
稟議書・役職部下持ち相当
※意欲等考慮し総合的判断


	別表2　対象従業員の基本給及び賞与の額

	令和3年度適用

	【適用資料】職業安定業務統計の求人賃金を基準値とした一般基本給・賞与等の額（時給換算）

	【適用資料】令和元年度職業安定業務統計による地域指数

	
	
	
	単位円

	職務
	対応する一般の労働者の能力・経験

	一般の労働者
	対応する一般の労働者の平均的な賃金の額

	従業員
	対象従業員の賃金の基準値

	272出荷・受荷係事務員
	(Cランク)0年
	(Bランク)3年
	(Aランク)10年

	一般
	982 
	1,271 
	1,545 

	従業員
	(983)～
	(1,272)～
	(1,546)～

	323小売店販売員
	0年
	3年
	10年

	一般
	1,002 
	1,297 
	1,577 

	従業員
	(1,003)～
	(1,298)～
	(1,578)～

	527汎用金属工作機械工
	0年
	3年
	10年

	一般
	953 
	1,234 
	1,500 

	従業員
	(954)～
	(1,235)～
	(1,501)～

	535くぎ・ばね製造工等
	0年
	3年
	10年

	一般
	954 
	1,236 
	1,502 

	従業員
	(955)～
	(1,237)～
	(1,503)～

	57機械組立の職業
	0年
	3年
	10年

	一般
	942 
	1,219 
	1,482 

	従業員
	(943)～
	(1,220)～
	(1,483)～

	662乗用自動車運転手
	0年
	3年
	10年

	一般
	919 
	1,189 
	1,446 

	従業員
	(920)～
	(1,190)～
	(1,447)～

	771製品包装作業員
	0年
	3年
	10年

	一般
	884 
	1,145 
	1,392 

	従業員
	(885)～
	(1,146)～
	(1,393)～

	163保育士
	0年
	3年
	10年

	一般
	1,047 
	1,356 
	1,648 

	従業員
	(1,048)～
	(1,357)～
	(1,649)～

	
	
	
	

	金額は基本給に賞与等を含めた金額
	
	
	


	別添2　

	1 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額(基本給及び賞与の関係) 令和3年度適用
	

	②【適用資料】令和元年度職業安定業務統計による地域指数

	
	

	
	（円）

	各欄上段の金額は資料①からの金額　下段はその金額に資料②の金額を乗じて作成

	　
	　
	　
	基準値
	基準値に能力・経験調整指数を乗じた値
	　
	参考値(0年)

	　
	
	
	（０年）
	1年
	2年
	3年
	5年
	10年
	20年
	

	　
	　
	272出荷・受荷係事務員
	1,077 
	1,258 
	1,351 
	1,395 
	1,473 
	1,695 
	2,120 
	1,229 

	　
	
	地域指数(田辺91.1)
	(982)
	(1,147)
	(1,231)
	(1,271)
	(1,342)
	(1,545)
	(1,932)
	　

	　
	　
	323小売店販売員
	1,099 
	1,284 
	1,378 
	1,423 
	1,503 
	1,730 
	2,163 
	1,267 

	　
	　
	地域指数(田辺91.1)
	(1,002)
	(1,170)
	(1,256)
	(1,297)
	(1,370)
	(1,577)
	(1,971)
	　

	　
	　
	527汎用金属工作機械工
	1,079 
	1,260 
	1,353 
	1,397 
	1,476 
	1,698 
	2,123 
	1,316 

	　
	　
	地域指数(御坊88.3)
	(953)
	(1,113)
	(1,195)
	(1,234)
	(1,304)
	(1,500)
	(1,875)
	　

	　
	　
	535くぎ・ばね製造工等
	1,047 
	1,223 
	1,313 
	1,356 
	1,432 
	1,648 
	2,060 
	1,227 

	　
	　
	地域指数(田辺91.1)
	(954)
	(1,115)
	(1,197)
	(1,236)
	(1,305)
	(1,502)
	(1,877)
	　

	　
	57機械組立の職業
	1,066 
	1,245 
	1,337 
	1,380 
	1,458 
	1,678 
	2,098 
	1,280 

	　
	
	地域指数(御坊88.3)
	(942)
	(1,100)
	(1,181)
	(1,219)
	(1,288)
	(1,482)
	(1,853)
	　

	　
	　
	662乗用自動車運転手
	1,008 
	1,177 
	1,264 
	1,305 
	1,379 
	1,587 
	1,984 
	1,102 

	　
	　
	地域指数(田辺91.1)
	(919)
	(1,073)
	(1,152)
	(1,189)
	(1,257)
	(1,446)
	(1,808)
	　

	　
	　
	771製品包装作業員
	970 
	1,133 
	1,216 
	1,256 
	1,327 
	1,527 
	1,909 
	1,050 

	　
	　
	地域指数(田辺91.1)
	(884)
	(1,033)
	(1,108)
	(1,145)
	(1,209)
	(1,392)
	(1,740)
	　

	　
	　
	163保育士
	1,149 
	1,342 
	1,441 
	1,488 
	1,572 
	1,809 
	2,261 
	1,264 

	　
	　
	地域指数(田辺91.1)
	(1,047)
	(1,223)
	(1,313)
	(1,356)
	(1,433)
	(1,648)
	(2,060)
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	金額は基本給に賞与等を含めた金額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別表2　通勤手当
1ヵ月あたり（締め〜締め）
各人の金額は、下記の表に基づき決定する

距離の測定はインターネットアプリ通勤NAVITIME等で計測し該当する区分を決定する
該当する区分の金額×12月÷（365日-89日）×実際勤務日(有給休暇等は除く)とする
金額が所得税の非課税金額以上になる場合、超過分は課税扱い
（自動車など交通用具使用）
	区分
	金額

	片道55キロ以上
	31,600

	片道45キロ以上55キロ未満
	28,000

	片道35キロ以上45キロ未満
	24,400

	片道25キロ以上35キロ未満
	18,700

	片道15キロ以上25キロ未満
	12,900

	片道10キロ以上15キロ未満
	7,100

	片道2キロ以上10キロ未満
	4,200

	片道2キロ未満
	0


その他交通機関の利用者には1ヵ月当たりの合理的な運賃等の額を支給する

（資料出所）所得税の通勤手当の非課税限度額(国税庁)

別表3　対象従業員の退職手当の額
１　同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と比較するに当たっては、退職手当額は、支給総額を所定内賃金で除して算出することとする。
２　退職手当の受給に必要な最低勤続年数は３年とし、退職時の勤続年数が３年未満の場合は支給しない。
	勤続年数
	３年
	５年
	10年
	15年
	20年
	25年
	30年
	33年

	支給率（月数）
	自己都合退職
	0.8
	1.4
	3.1
	5.3
	7.6
	10.6
	13.3
	15.3

	
	会社都合退職
	1.2
	1.9
	4.1
	6.5
	8.9
	11.8
	14.5
	16.6


（資料出所）「平成30年中小企業の賃金・退職金事情」（東京都）における退職金の支給率（モデル退職金・大学卒）に、同調査において退職手当制度があると回答した企業の割合（71.3％）をかけた数値として通達で定めたもの
勤続年数は2020年4月1日から計算を開始する（以前の勤続年数は含めない）

